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The 21st century marks the prosperity of internet of things (IoT), Information and 
Communication Technology (ICT) systems with the stream of technology change that 
drastically reshaped the social economy structure. The study aims to develop the method of 
alternative policy-option for analyzing social economic impact and assessment on the science 
for science, innovation and technology policies and examine the effectiveness the 
implementation of IoT and ICT for its information allocation and processioning to accelerate 
the productivity. The data used in the model were sourced from Japan’s input-output table 
with expansion of the tangible and non-tangible capital investment by considering long/short 
run block, labor market modeling, value-added and wage determinant, government balance 
sheet, foreign and the final demand block.  
 
The study interpreted interconnection of exogenous technology scenarios in comparison 
with the policy options with the baseline of business as usual (BAU) to derive the impact in 
the general interdependency of economy constituted the multi-sectoral general equilibrium 
economic model. The process of setting policy-issues and making policy-options were 
undergone through gap-analysis between future-vision and social/technological approach that 
consists of evidence-based scenarios and patterns for simulations. In the impact measurement, 
three policy options were made with different level of input of subsidy and implementation of 
IoT and ICT applications. The study demonstrated policy options by introducing different level 
of the processing efficiency index (P-index) in the economic activities. The simulation results 
showed that infiltration process of IoT would increase a total volume of production and GDP, 
while the gap of knowledge caused by technological unemployment and transition of labor 
demand was increased. 
 
The method of making alternative policy-option is expected to shed lights on implication 
of total factor productivity (TFP) for its process change on the demand side while the 
productivity improvement in information provision service sector that enlarges the platform 
business, assisting manufacturing sectors to create new market and to variate the 
international production networking structure. Such business platform is indispensable for 
utilizing the cross-sectoral information technology to construct a new relationship of human 
kind and machine. The analytical framework in the study provides an evidence-based 
quantitative approach on several domains. 
 
Keywords: IoT, General Equilibrium, Input-Output Table, R&D, Innovation Policy 
JEL Classification: O3, L86, C68 
















よって変化し、経済の一般的相互依存の関係 (General Interdependency of Economy) を通じて、
経済・社会に与える影響をフローおよびストックの構造の両面から陽表的にとらえる多部門経済
一般的相互依存モデルを構築する。外生的に与えられる技術シナリオ（科学技術および社会技術）





















報処理技術は General Purpose Technology のひとつとなっている。また今後、IoT（Internet of 
Things）や CPS（Cyber Physical Systems）が超サイバー社会とよばれる、実物世界(Real World)




















策研究センター (GRIPS SciREX センター) 政策分析・影響評価領域および、JST/CRDS 情報科
学システム・ユニットおよび政策ユニットとの共同研究に依るものである。 
 
































その主生産活動と企業内 R&D 活動部門に分けている。さらに研究開発部門として、政府 R&D 活























































































 政策オプション①：a のみが実現 
 政策オプション②：a および b が実現 






した値を図 2 に示す。ここでは、IoT 関連の専門技術者からのヒアリング調査に基づき、P-Index
の変化率に想定値を与えている。想定値の正当性については今後の課題であるが、ここでは、こ
れら指数の変化が、各経済変数にどの程度の影響を与えるかの感応度を測定することに意味があ









図 E-2. P-Index の変化率および政策オプションごとの投資額の設定 
 































政策オプション③ P-Index(1) P-Index(2) P-Index(3) P-index(4) P-index(5) P-Index(6) P-Index(7)
主生産部門 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
企業内情報処理部門 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
企業内研究部門 0.7
政策オプション② P-Index(1) P-Index(2) P-Index(3) P-index(4) P-index(5) P-Index(6) P-Index(7)
主生産部門 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
企業内情報処理部門 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
企業内研究部門 0.5




政策オプション リアルタイムの状況把握① 知見・ノウハウのデータベース化② 新たなプラットフォームの構築③ 投資額合計
政策オプション① 20億円/年 20億円/年
政策オプション② 20億円/年 20億円/年 40億円/年
政策オプション③ 20億円/年 20億円/年 20億円/年 60億円/年





















































































すことになった。11 世紀から 13 世紀にかけて空前の都市化の進展が進み、13 世紀には全人口の
約 1 割が都市への集中化をもたらしたというiii。12 世紀には、都市化と平行して、パリをはじめ、
ボローニャ、サレルモ、モンペリエ、オックスフォードにこれまでなかった教育機関として大学
が生まれた。また聖職層の活動として、世俗社会と積極的にかかわりをもつ托鉢修道会 (たくは










































継いだ、ケプラーであった。古典的ドグマの「一様な円運動の仮定」 (Hypothesis of regular 
circular motion) と「天球の存在の仮定」(Hypothesis of the existence of the celestial sphere) は
















繹的論理思考とその思考の実験的検証」(仮説演繹法[Hypothetical Deductive method]) および
「帰納的実験法」(Inductive Experiment method)の萌芽をみることができるvii。 
 
1642 年のガリレオの死とニュートンの誕生は奇しくも同年であった。ガリレオの現代物理の運











の数学的表現に変えて、解析的表現「微分積分法」（Differential and integral Calculus）の開発
(1671 年)である。のちにドイツのライプニッツ(1687 年)との間で発見の先取権の問題で争うこと
となったことは、あまりにも有名な逸話である。 ニュートンは 1672 年には、プリズムを用いた
実験によって、光の屈折を証明し、光に関する科学の分野でも、古典的な解釈に一滴を投げかけ
ることになる。オランダのホイヘンスは、光は媒質エーテル内で波を持って動くとする、波動論










































 「光の正体」 (the real property of lights)に関しては、波“wave”だと考える「波動説」
(Electromagnetic wave）に電磁波としての“粒子性(property of particle)”があり、粒子“particle”





 ニュートン力学の描く決定論的な自然観(Deterministic view of Nature)は終わりを告げ、不確
定さえともなう非決定論的な自然観(Indeterministic view of Nature) が生まれることになる。ア
 18 
インシュタインは、1905 年「特殊相対性理論(Theory of Special Relativity)」を発表して、「光速
度不変の原理」を公表、さらに第２論文で「エネルギーE と質量 m の等価の説を発表。さらには、
















































































 スミスは、第 6 版に、「人間がまず隣人の、次に自分自身の行為や特徴を、自然に判断する際
の原動力を分析するための論考」という長い副題を追加している。同書第 6 版の原著 “The 










































































































































































Cumputable General Equilibrium Model(CGE) 手法として、多くの国で用いられてきた。この
















  1964 年末から国連では、Stone を議長として大規模な国民経済計算体系（SNA：System of 







礎とした定量的一般均衡モデルの先駆けとなった KEO  (Keio Economic Observatory) 多部門
モデルである。当初 KEO 多部門モデルでは、産業を農林水産業、軽工業、重化学工業およびサー









たのは、アメリカの MIT の経済学者ロバート・ソローであったxxx。ソローは、1957 年の論文で、
アメリカのマクロ経済指標としての GNP の成長が、技術の進歩によって変位することを、１次


















































近年、IoT や CPS (Cyber Physical Systems) が世界的に重要な ICT 研究開発領域として着目
されており、それらはネットワーク技術やセンサー技術などの複数の要素技術に細分化される。










門 93 部門としている。 
 
JST/CRDS 情報科学システム・ユニットの技術俯瞰報告書ならびに第 5 次科学技術基本計画













































































































































































































































































生変数である。t 期の長期生産者行動で決定される t +1 期の技術選択にもとづく t +1 期の有形・
無形の資本ストック量と t 期期首の有形・無形の資本ストック量との差が、t 期の有形固定資本形
成・無形資本形成（投資）となり、その需要は当期の財・サービスの需給量に反映される。このよ
うに t 期と t +1 期の労働市場、資本市場が連動する形のモデルとなっており、モデルの均衡解は、


























一般的相互依存モデルの全体像をフロー図で表現すると、図 II-3 のようになる。 
 
 










業 R&D 活動部門をそれぞれ R&D の目的分類に対応して分割する。中分類産業連関表を 表 
II-1 に示すような部門分割で整理した。 
 表 II-1 本研究で適用する部門分類（93部門）（その 1）  
1.  農林水産業（含主生産部門・情
報処理部門） 
 2.  農林水産業（企業内研究部門） 
 3.  鉱業資源（含主生産部門・情報
処理部門） 
 4.  鉱業資源（企業内研究部門） 
 5.  食品製造業（主生産部門） 
 6.  食品製造業（企業内情報処理部
門） 
 7.  食品製造業（企業内研究部門） 
 8.  繊維・木材家具製造業（主生産
部門） 









 14. 化学工業（主生産部門） 
 15. 化学工業（企業内情報処理部門） 
 16. 化学工業（企業内研究部門） 
 17. 素材製造業（主生産部門） 
 18. 素材製造業（企業内情報処理部
門） 






























































































82. R&D ライフ（国公立・非営利） 
83. R&D 情報通信（国公立・非営利） 





87. R&D ライフ（産業） 
88. R&D 情報通信（産業） 
89. R&D 物質・材料（産業） 
90. R&D 環境・エネルギー（産業） 















1:15〜19 歳、2:20〜34 歳、3:35〜50 歳、4:51〜64 歳、5:65 歳以上と区分。 
i , j (1,・・・,93)：生産部門 
o(1,・・, 3)：企業内の活動分類 
  1:主生産活動、2:企業内情報処理活動、3:企業内研究開発活動に区分。 
        農林水産業、鉱業資源、ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業 
        インターネット業、その他サービス業は、企業内情報処理活動は主生産 
        活動に含め 2 職種、また、政府および産業研究開発部門は、職種分類はなし。  
s( M, F) ：M：男性、F：女性 
t (1,・・・, T)：期間 
θ(1,・・・,5)：R＆D 目的分類、R&D 目的分類は、 
政府 R&D 部門を 5 部門に分割、民間産業 R&D 部門を 5 部門に分割している。   
 
３.２.２ 外生変数 
aDINVKij：j 部門のうち、o＝1（主生産活動)における国内 i 資本財の名目投入シェア 
aMINVKij：j 部門のうち、o＝1（主生産活動)における輸入 i 資本財の名目投入シェア 
aDINVKITＥij：j 部門のうち、o＝2（企業内情報処理活動)における国内 i 資本財の名目投入シェア 
aMINVKITEij：j 部門のうち、o＝2（企業内情報処理活動)における輸入 i 資本財の名目投入シェア 
aDINVKRDEij：j 部門のうち、o＝2（企業内研究開発活動)における国内 i 資本財の名目投入シェア 









 Nt ：総人口数 
 PCR：海外からの純財産所得 





 PGIIG：政府有形固定資本形成（R&D 投資を除く） 
 PINVKG jKGj：政府 R&D 活動投資額（θ 目的分類） 
 PINVKGθj Kj：政府有形固定資本形成 R&D 活動（θ 目的分類） 
 PINVKNθj KNGj：政府無形資本形成 R&D 活動（θ 目的分類） 
 PθINVKNGt KNGθt : t 期 θ 目的分類政府研究部門 R&D 名目投資額 
Pθ





 PMITj：j 部門の企業内情報処理活動における輸入中間財価格の集計関数 














 weightEt*j ：期首の雇用者所得の j部門におけるコストシェア 
 weightSEFWt*j：期首の自営＋家族従業者所得の j部門におけるコストシェア 




δ jKIT：j 部門の企業内情報処理部門の資本減耗率 
δ jKPE：j 部門の企業内研究開発部門の資本減耗率 


















 adij：期首の j 部門の国内 i 中間財名目投入シェア 
 amij：期首の j 部門の輸入 i 中間財名目投入シェア 
aDDj：期首の j 部門の総国内中間財の名目投入シェア 




 ANast：t 年の年齢別(a =1,・・・,5)、性別就業可能人口xxxvii（就業構造基本調査） 
     就業可能人口 ＝ 有業者＋求職者（無業者のうち就職希望者） 
      有業者 ＝ 仕事が主な者＋仕事が従な者 





 DEPj  ：j 部門資本減耗引当金 
 DEPKITEj ：j 部門企業内情報処理活動有形固定資本減耗引当金 
 DEPKNITEｊ ：j 部門企業内情報処理無形資本減耗引当金 
 DEPKNRDEｊ ：j 部門企業内 R&D 無形資本減耗引当金 
 DEPKRDEj ：j 部門企業内 R&D 有形固定資本減耗引当金 
 DEPPKj ：j 部門有形固定資本減耗引当金 
 DIVj  ：j 部門配当額 
 EDjast ：t 年 j 部門、年齢別、性別雇用就業者数（需要） 
  ESas
t ：t 年年齢別、性別雇用就業者供給者数xxxviii 
 FWast ：t 年年齢別、性別家族従業者数 
 g(・)：技術進歩関数 
 hj：j 部門稼働時間数 
 hj：実稼働時間 
 INVKj：j 部門有形固定資本形成（実質） 
 39 
 INVKNj：j 部門無形資本形成（実質） 
IYjSEFW
t：一人当たり自営業主所得・家族従業者所得 
 Kj： j 部門の主生産部門の有形固定資本ストック、長期技術選択の結果として、当期期首には、
先決内生変数。すべての生産部門について、有形固定資本ストックは、先決内生変数とな
る。有形固定資本ストックからの資本サービス量は、資本ストックに比例するものとし、
たがって、SKjt  = Kjt と仮定する。 
  KCj：資本所得 
 KGj： 部門政府有形固定資本ストック、うち、ｊ＝82~86 は、公的研究開発部門 
KPIj： j 部門民間産業 R&D 有形固定資本ストック 
  KNGθt、KNPIθt：t 期期首（θ 目的分類）の政府、民間の R&D 部門の無形資本ストック。 
 KNITEj：j 部門企業内情報処理活動無形資本ストック 
KNRDEj：j 部門企業内 R&D 無形資本ストック 
KNPIj：j 部門民間産業 R&D 無形資本ストック 
 Lj：j 部門における就業労働者数（man） 
 LITEj：j 部門情報処理活動における就業労働者数（man） 
 LRDEj：j 部門企業内 R&D における就業労働者数（man） 
L*j：長期生産ブロックで先決された j 部門の労働投入量 
MITE: 企業内情報処理活動の中間原材料投入国内財と同輸入財の集計量 
  MNE: 企業内研究活動の中間原材料投入国内財と同輸入財の集計量 
MRj：j 部門における短期の限界収入 
  Nas ：年齢別(a =0,1,・・・,5)、性別(s= M, F) 人口数 




d：当期 j 部門国内財価格 
Pdci：消費税込み国内価格 
 PijDMt：当期の短期財・サービス市場での需給バランスから決定される当期財・サービスの価格





 PjEt：当期 j 部門の雇用就業労働サービス価格である。当期に関しては先決内生として期首に与
えられる。農林水・鉱業部門、製造業部門（主生産部門、組織部門、情報処理部門、企業
内 R&D 部門）、エネルギー部門、サービス業（主生産部門、組織部門、情報処理部門、企
業内 R&D 部門）政府・民間産業 R&D 部門に関して、労働サービス価格には格差がある。 

























DMRD： j 部門の企業内研究開発活動における中間投入財価格の集計関数 
Pj
L： j 部門の労働サービス価格 
Pj
LIT： j 部門企業内情報処理活動の労働サービス価格 
Pj
LNG*：長期生産ブロックで先決された j 部門の労働サービス価格 
Pj
LRD： j 部門企業内研究開発活動部門の労働サービス価格 
Pmci：消費税込み輸入価格 
Pj
Mt：当期の j 部門の中間財価格で各 j 部門ごとに、短期財・サービス市場での需給均衡プロセ
スの中で決定される。 
 PjSet：当期 j 部門の自営業主一人あたり平均所得 
  Pj
Set：当期 j 部門の家族従業者一人あたり平均所得 
Pj
SEFWt* ：t 年期首 j 部門一人あたり自営業主・家族従業者の労働サービス価格（= IYjSEFWt / h*） 
 PjSK：j 部門有形固定資本サービス価格 
 PjSKt、PjSKGθt、PjSKPIθt：j 部門有形固定資本の資本サービス価格。有形固定資本の固定資本の投
資財価格と資本収益率、資本減耗率の関数として求められる。うち、政府 R&D 部門 (θ
目的分類別)および民間産業 R&D 部門(θ 目的分類別)の R&D 活動に伴う有形固定資本の
資本サービス価格は、特定目的別の R&D 活動（θ）に対応している。 
  Pj
SKG：j 部門政府 R&D 部門有形固定資本サービス価格 
 PjSKIPI：j 部門民間産業 R&D 部門有形固定資本サービス価格 
 PjSKIT：j 部門企業内情報処理活動部門有形固定資本サービス価格 
 PjSKK：j 部門で投入される有形固定資本サービス(=SKj + SKPEj)価格 
Pj
SKNE：j 部門企業内 R&D 部門無形資本サービス価格 




 PjSKNG：j 部門政府 R&D 部門無形資本サービス価格 
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 PjSKNPI：j 部門民間産業 R&D 部門無形資本サービス価格 
 PjSKPE：j 部門企業内 R&D 有形固定資本サービス価格 
 Qj：当期 j 部門産出能力 
 rKj：有形固定資本（主生産および組織活動）の資本収益率 
 rKITj：有形固定資本（企業内情報処理部門）の資本収益率 
 rKNEj：企業内 R&D 無形資本の資本収益率 
rKPIj：民間 R&D 部門有形固定資本の資本収益率 
rKNPIj：民間 R&D 部門無形資本の資本収益率 
rKGj：政府 R&D 部門有形固定資本の資本収益率 






 SEast：t 年年齢別、性別自営業主数 
 SKj：j 部門有形固定資本サービス量 
 SKGj：j 部門政府 R&D 有形固定資本サービス量 
 SKIj：j 部門民間産業 R&D 有形固定資本サービス量 
 SKKj：j 部門で投入される有形固定資本サービス量(=SKj + SKPEj) 
 SKITEj：j 部門企業内情報処理活動有形固定資本サービス量 
SKNEj：j 部門民間産業 R&D 無形資本サービス量 
SKNITEj：j 部門企業内情報処理活動無形資本サービス量 
 SKNRDEj：j 部門企業内 R&D 無形資本サービス量 
 SKPEj：j 部門企業内 R&D 有形固定資本サービス量 















 Xj ：j 部門産出量 








 YjFWt：t 年期首ｊ部門一人あたり家族従業者所得 
 YjSEt：t 年期首ｊ部門一人あたり自営業主所得 
 YEtj ：t 年 j 部門雇用者所得総額 
  YSEFWtj ：t 年 j 部門自営業主所得・家族従業者所得  
 ΔBPR：海外経常収支差額（名目） 
 ΔISG：政府財政収支差額（名目） 
  ΔISP：一国貯蓄投資差額 
 λANas t：t 年年齢別、性別就業可能人口比率 
     λANast = 年齢別、性別別就業可能人口(ANast)／就業可能人口総数(ANt) 
 λESast ：t 年年齢別、性別雇用就業者比率 
 λSEast：t 年年齢別、性別自営業主比率xxxix 
     λSEast = 自営業主数(SEast) ／就業可能人口(ANast) 
 λFWast：t 年年齢別、性別家族従業者比率xl 
     λFWast = 家族従業者数(FWast) /就業可能人口(ANast) 
     雇用就業者供給者数 ＝ 雇用者数 ＋ 求職者数 























































































    (1)    ln PDj = Σi aｄij ln Pdi  
     
ここで、adij、は、j 部門の国内中間財名目投入シェアであり、期首の技術選択に対応した先決
内生変数である。輸入中間財価格は外生変数として与えられ、その集計関数は、同様に 
    (2)  ln PMj = Σi amij ln Pmi 
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 で与えられる。j 部門における中間投入財の価格 PDMj は、国内中間財価格 PDj と輸入中間財価格
PMj の集計として、 
       (3)  ln PDMj = aDDj ln PDj +aMMj ln PMj 
 で求められる。 
 





目投資財シェア（国内財・輸入財別）をウェイトに、国内財価格 PDjと輸入財価格 PMj を集計する。
投資主体は、j=1~93 のうち、1.農林水産、2 鉱業、74.ソフウエアー業、76.情報処理・提供サービ
ス、78.インターネット業、80.医療・福祉サービス、81.教育、92.その他サービスならびに公的政





無形資本投資財価格 PINVKNITEj、企業内研究開発活動の無形資本投資財価格 PINVKNRDEj がそれぞれの
国内投資財財価格 Pdi と輸入投資財財価格 Pmi の集計によって求められる。民間産業部門のうち、
独立の民間研究開発部門(j=87～91)に関しては、産業の企業内研究開発部門と区別して、その有









    (4)  ln PINVKj = ΣiaDINVKi ln Pdi  + ΣiaMINVKij ln Pmi  
    (4-1)  ln PINVKIj = ΣiaDINVKIi ln Pdi  + ΣiaMINVKIij ln Pmi  (j=87～91) 
        (4-2)  ln PINVKNIj = ΣiaDINVKNIi ln Pdi  + ΣiaMINVKNIij ln Pmi  (j=87～91) 
    (4-3)  ln PINVKGj = ΣiaDINVKGi ln Pdi  + ΣiaMINVKGij ln Pmi  
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        (4-4)  ln PINVKNGj = ΣiaDINVKNGi ln Pdi  + ΣiaMINVKNGij ln Pmi  (j=82～86) 
        (5)  ln PINVKITEj = ΣiaDINVKITEi ln Pdi  + ΣiaMINVKITEij ln Pmi 
          ln P
INVKNITE
j = ΣiaDINVKNITEi ln Pdi  + ΣiaMINVKNITEij ln Pmi 
    (6)  ln PINVKRDEj = ΣiaDINVKRDEi ln Pdi  + ΣiaMINVKRDEij ln Pmi 
             ln PINVKNRDEj = ΣiaDINVKNRDEi ln Pdi  + ΣiaMINVKNRDEij ln Pmi 
  
ただし、 
    (7)    aDINVKij = Pdi xDINVKij / (ΣiPdi xDINVKij + ΣiPmi xMINVKij ) 
       (7-1)    aDINVKIij = Pdi xDINVKIij / (ΣiPdi xDINVKIij + ΣiPmi xMINVKIij ) (j=87～91) 
       (7-2)    aDINVKNIij = Pdi xDINVKNIij / (ΣiPdi xDINVKNIij + ΣiPmi xMINVKNIij ) (j=87～91) 
       (7-3)    aDINVKGij = Pdi xDINVKGij / (ΣiPdi xDINVKGij + ΣiPmi xMINVKGij ) 
       (7-4)    aDINVKNGij = Pdi xDINVKNGij / (ΣiPdi xDINVKNGij + ΣiPmi xMINVKNGij ) (j=82～86) 
       (8)    aMINVKij = Pmi xMINVKij / (ΣiPdi xDINVKij + ΣiPmi xMINVKij ) 
   (8-1)    aMINVKIij = Pmi xMINVKIij / (ΣiPdi xDINVKIij + ΣiPmi xMINVKIij ) (j=87～91) 
      (8-2)    aMINVKNIij = Pmi xＭINVKNIij / (ΣiPdi xDINVKNIij + ΣiPmi xMINVKNIij ) (j=87～91) 
      (8-3)    aMINVKGij = Pmi xDINVKGij / (ΣiPdi xDINVKGij + ΣiPmi xMINVKGij ) 
     (8-4)    aMINVKNGij = Pmi xDINVKNGij / (ΣiPdi xDINVKNGij + ΣiPmi xMINVKNGij ) (j=82～86) 
       (9)    aDINVKITij = Pdi xDINVKITij / (ΣiPdi xDINVKITij + ΣiPmi xMINVKITij ) 
       (10)    aMINVKITij = Pmi xMINVKITij / (ΣiPdi xDINVKITij + ΣiPmi xMINVKITij ) 
               aMINVKNITij = Pmi xMINVKNITij / (ΣiPdi xDINVKNITij + ΣiPmi xMINVKNITij ) 
    (11)    aDINVKPEij = Pdi xDINVKPEij / (ΣiPdi xDINVKPEij + ΣiPmi xMINVKPEij ) 
               aDINVKNRDEij = Pdi xDINVKNRDEij / (ΣiPdi xDINVKNRDEij + ΣiPmi xMINVKNRDEij ) 
       (12)    aMINVKPEij = Pmi xMINVKPEij / (ΣiPdi xDINVKPEij + ΣiPmi xMINVKPEij ) 




































    (13)    PjSKt = (1 – τK) rKjPjINVKt-1 + δjPjINVKt  – (PjINVKt – PjINVKt-1) + τPPjINVKt-1 
ただし、rKjは、投資期待収益率、τKj、τPj は、投資収益税率(Capital Gain Tax rate)、固定資産税




ス価格を PjSKIt、また投資財価格を PINVKItj と表示する。 
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    (14)  PjSKITEt= (1 –τKITE) rKjPjINVKITEt-1 +δjPjINVKITEt – (PjINVKITEt – PjINVKITEt-1) +τPITEPjINVKITEt-
1 
  ただし、rKj は、投資期待収益率、τKITE、τPITE は、投資収益税率、固定資産税率である。 
    (15)  PjSKRDEt = (1 –τKRDE) rKjPjINVKRDEt-1 + δjPjINVKRDEt – (PjINVKRDEt – PjINVKRDEt-1) 
 + τPRDEPjINVKRDEt-1 
  ただし、rKj は、投資期待収益率、τKRDE、τPRDE は、投資収益税率、固定資産税率である。 
 
 無形資本に関する資本サービス価格も同様に定義される。 
     (16)  PjSKNt = (1 – τKN) rKNjPINVKNt-1j + δKNjPINVKNtj  – (PINVKNtj – PINVKNt-1j) +τPKNPINVKNt-1 
     (17)  PjSKNITEt = (1 – τSKNITE) rKNITEjPINVSKNITEt-1j + δKNITEjPINVKNITEtj  – (PINVKNITEt  
– PINVKNITEt-1j) + τSKMITEPINVKNITEt-1 
       (18)  PjSKNRDEt = (1 – τKNE) rKNRDEjPINVKNRDEt-1j + δKNEjPINVKNRDEtj  – (PINVKNRDEtj  






    (13-1)    PjSKGt = (1 – τKG) rKGjPINVKGt-1j + δKGjPINVKGtj  – (PINVKGtj – PINVKGt-1j)  
+ τPKGPINVKG  t-1 
       (16-1)  PjSKNGt = (1 – τKNG) rKNGjPINVKNGt-1j + δKNGjPINVKNGtj  – (PINVKNGtj – PINVKNGt-1j)  



















 = [Kjｔ｛(1 – τK) rKｔjPINVKt-1j + δjPINVKtj  - (PINVKtj – PINVKt-1j) + τPPINVKt-1j } 
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+ KITEｔj+1｛(1 – τKITE) rKｔj+1PINVKIETt-1j+1 + δKITEj+1PINVKITEtj+1  - (PINVKITEtj+1 – PINVKITEt-1j+1)  
+τPKITE PINVKITEt-1j+1｝  
+ KNITEｔj+1｛(1 – τKNITE) rKｔj+1PINVKNITEt-1j+1 + δKNITEj+1PINVKNITEtj+1  - (PINVKNITEtj+1 – PINVKNITEt-1j+1)  
+τPKNITE PINVKNITEt-1j+1｝     
+ KRDEｔj+2｛(1 – τKRDE) rKｔj+2PINVKRDEt-1j+2 + δKRDEj+2PINVKRDEtj+2  - (PINVKRDEtj+2– PINVKRDEt-1j+2)  
+τPKRDE PINVKRDEt-1j+2｝    




























  (20) BSｔj = {SKGｔjPjSKGｔ +SKNGｔjPjSKNGｔ}・PSKG0ｊ 
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 =[ KGjｔ｛(1 – τK) rKGｔjPjINVGKt-1 + δjKGPjINVKGt  - (PjINVKGt – PjINVKGt-1) + τPPjINVKGt-1｝ 








  (21) BSｔj = {SKPI t jPjSKPIt +SKNPItjPjSKNPIt}・PSKPI0ｊ 
  =[ Kjｔ｛(1 – τK) rKPIｔjPjINVKPIt-1 + δjPjINVKPIt  - (PjINVKPIt – PjINVKPIt-1) + τPPjINVKPIt-1｝ 
     
+ KNPIjｔ｛(1 –τKNPI) rKPIｔjPjINVKNPIt-1 + δKNPIjPjINVKNPIt  - (PjINVKNPIt – PjINVKNPIt-1 +τPKNPIPjINVKNPIt-1)] 
・PSKPI0ｊ 
となる。ここでも、PSKI0ｊは、基準年次で、資本コストを実勢に調整するための係数でり、基準年






   PSK0ｊ = BS０j /{ SK0j +SKRDE0j +SKIT0j +SKNE0j } 



















   PSKG0ｊ= BS0j /{SKG0j +SKNG0j } 
           = BS0j /{KG0j +KNG0j } 
・民間研究開開発産業部門の場合 
  PSKPI0ｊ= BS0j / {SKPI 0 j +SKN0j} 
         = BS0j / {KPI0 j +KNt0j} 
として、補正係数が求められる。基準年次に続く各期には、この基準年次の補正係数を与えて調
整を基準年次に合わせることになる。 
 各産業部門の t 期の資本収益率は、上記 (19)、(20)、(21)式を用いて次のように求められる。 
 ・産業部門が主生産活動、企業内情報処理活動、企業内研究開発活動からなる場合 
   DD1 = BSｔj / PSK0ｊ – [Kjｔ｛δjPINVKtj  - (PINVKtj – PINVKt-1j) + τPPINVKt-1}    
+ KRDEｔj｛δKRDEjPINVKRDEtj  - (PINVKRDEtj – PINVKRDEt-1j) +τPKRDEPIKVKRDEt-1｝  
                   + KITEｔj｛δKITEjPINVKITEtj  - (PINVKITEtj – PINVKITEt-1j) +τPKITEPIKVKITEt-1｝  
                    + KNEｔj｛δKNEjPINVKNEtj  - (PINVKNEtj – PINVKNEt-1j +τPKNEPINVKNEt-1)]  
      DD2 = [Kjｔ(1 – τK) PINVKt-1j  + KRDEｔj(1 – τKRDE) PINVKRDEt-1j  
+ KITEｔj(1 – τKITE) PINVKIETt-1j + KNEｔj｛(1 –τKNE) PINVKNEt-1j]  




     BSｔj= BSｔj(主生産活動)＋ BSｔj（企業内情報処理活動）+  BSｔj(企業内研究開発活動) 
       = {PdjXj – (Σi PdiXdij +ΣiP miXmij + BCHj+LCj + HOJOj)} (主生産部門) 
       ＋{PdjXj – (Σi PdiXdij +ΣiP miXmij + BCHj+LCj + HOJOj)} (企業内情報処理部門) 
       ＋{PdjXj – (Σi PdiXdij +ΣiP miXmij + BCHj+LCj + HOJOj)} (企業内研究開発部門) 
としてもとめる。 
 
  rKｔjが推定されると、各資本財の資本サービス価格が求められる。 
 まず、 
主生産の有形固定資本サービス価格 
       PjSKt = (1 – τK) rKjPINVKt-1j + δjPINVKtj  – (PINVKtj – PINVKt-1j) + τPPINVKt-1 
企業内情報処理活動有形固定資本サービス価格 
    PjSKITEt = (1 – τKIT) rKITEjPINVKITEt-1j + δjPINVKITEtj  - (PINVKITEtj – PINVKITEt-1j) 
 +τPITPINVKITEt-1 
  企業内研究開発活動有形固定資本サービス価格 
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    PjSKRDEt = (1 – τKRDE) rKRDEjPINVKRDEt-1j + δjPINVKRDEtj  - (PINVKRDEtj – PINVKRDEt-1j) 
+ τPRDEPINVKRDEt-1 
    企業内情報処理活動無形固定資本サービス価格 
    PjSKNITEt = (1 – τSKNITE) rKNITEjPINVSKNITEt-1j + δKNITEjPINVKNITEtj  – (PINVKNITEt  
– PINVKNITEt-1j) + τSKMITEPINVKNITEt-1 
  企業内研究開発活動無形固定資本サービス価格 
    PjSKNRDEt = (1 – τKNE) rKNRDEjPINVKNRDEt-1j + δKNEjPINVKNRDEtj  – (PINVKNRDEtj  
– PINVKNRDEt-1) +τSKNEPINVKRDNEt-1  
である。ここで 資本収益率 rKj、rKITEj、rKRDEj、rKNITEj、rKNRDEj は、上で推計された t 期の資本収益
率 rK*ｔj である。各収益率は、均等化していると仮定している。 
  産業 j 部門の資本コストの総計は、 
 資本コスト合計(Cost(K)tj 




     主生産活動の資本コスト PjSKtKtj＝主生産の有形固定資本コスト＋その資本減耗引当 
     企業内情報処理活動資本コスト PjSKITEtKITEtj + PjSKNITEtKNITEtj＝企業内情報処理活動有
形資本コスト＋その資本減耗引当 ＋ 企業内情報処理活動無形資
本コスト＋その資本減耗引当 













    DD1 = BSｔj / PSK0ｊ －[ KGjｔ｛δjKGPjINVKGt  - (PjINVKGt – PjINVKGt-1) + τPPjINVKGt-1｝ 
 + KNGjｔ｛δjKNGPjINVKNGt  - (PjINVKNGt – PjINVKNGt-1) +τPKNGPjINVKNGt-1｝] 
    DD2 = [ KGjｔ(1 – τK) PjINVGKt-1 + KNGjｔ｛(1 –τKNG) PjINVKNGt-1] 





  有形固定資本サービス価格 
  PjSGKt = (1 – τK) rK*GｔjPjINVGKt-1 + δjKGPjINVKGt  - (PjINVKGt – PjINVKGt-1) + τPPjINVKGt-1 
      無形固定資本サービス価格 
  PjSGKt ＝(1 –τKNG) rK*GｔjPjINVKNGt-1 + δjKNGPjINVKNGt  - (PjINVKNGt – PjINVKNGt-1) +τPKNGPjINVKNGt-1｝ 
 
 ・民間研究開開発産業部門の場合 
  DD1 = BSｔj / PSKI0ｊ － [ Kjｔ｛δjPjINVKIt  - (PjINVKIt – PjINVKIt-1) + τPPjINVKIt-1｝ 
                       + KNIjｔ｛δKNIjPjINVKNIt  - (PjINVKNIt – PjINVKNIt-1 +τPKNIPjINVKNIt-1)] 
    DD2 = [ KIjｔ (1 – τK) PjINVKt-1 + KNIjｔ(1 –τKNI) PjINVKNIt-1] 




  有形固定資本サービス価格 
  PjSKIt = (1 – τK) rK*IｔjPjINVKIt-1 + δjPjINVKIt  - (PjINVKIt – PjINVKIt-1) + τPPjINVKIt-1 
      無形固定資本サービス価格 




減耗率が与えられると、 (19)、(20)、(21) 式は、資本収益率 rKj の線形式となり、各部門について、
当期の資本収益率が求められることになる。資本収益率の算定後、各有形・無形固定資本サービ







   資本減耗引当（無形資産）：企業内ＩＴおよび企業内Ｒ＆Ｄ活動による無形資産は、主生産
部門の資本減耗コストに格付けられている。 





           ＋主生産にかかわる有形固定資産の資本減耗 
  企業内ＩＴ活動の資本コスト＝企業内ＩＴに用いられる有形固定資産の資本減耗 
  企業内Ｒ＆Ｄ活動の資本コスト＝企業内ＲＤに用いられる有形固定資産の資本減耗 
となる。 
 
 ・政府公的Ｒ＆Ｄ部門（目的分類別）（j =82~86）の場合 
  営業余剰：ゼロ 
  無形資本減耗引当：無形Ｒ＆Ｄ資本の資本減耗は、計上されているが、企業内ＩＴの資本減
耗はゼロと処理する 
  有形資本減耗引当：有形資本の資本減耗は計上されている。 
 したがって、この部門では 
   生産部門の資本コストは＝無形、有形の固定資本の資本減耗のみとなる。 
 
・民間研究開発産業部門 （j =87~91）の場合 
  営業余剰：あり 
  無形資本資本減耗引当：Ｒ＆Ｄ、ＩＴとも、資本減耗はゼロ。 
  有形資本減耗引当：企業活動にともなう有形固定資産の資本減耗は計上有り・ 
 したがってこの部門の資本コストは、 






































     (22) ln CjIT* = αjIT0 + Σk αjkIT ln Pjk* +αjxIT ln Xj* + αjtIT g(KNGtθ)    
          + (1/2) ΣkΣl ln βjkl ITj lnPjk* lnPjl* + Σkβjkx IT lnPjk* lnX*j  
+ Σkβjkt IT lnPjk* g(KNGtθ) (k =SKITE, SKNITE,LITE, MITE )    
 





報処理関連の無形固定資本からの資本サービス価格 PjSKNITE、労働投入価格 P LITE、および中間原材













































   𝑣𝑗
𝐿𝐼𝑇𝐸 = 𝜕ln𝐶𝑗
𝐼𝑇∗ 𝜕ln𝑃𝑗
𝐿𝐼𝑇𝐸∗⁄   ＝ 𝑎𝑗









      𝑣𝑗
𝑀𝐼𝑇𝐸 = 𝜕ln𝐶𝑗
𝐼𝑇∗ 𝜕ln𝑃𝑗
𝑀𝐼𝑇𝐸∗⁄  = 𝑎𝑗

























 j 部門 (j=87~91)が民間産業研究開発部門の場合 
 長期費用関数は、 
  (30)  ln CｊPI* = αｊ0 + Σk αｊk ln Pkj* +αｊxjln Xｊ* + αｊt g(KNGtθ, KNPIｊt)    
          + (1/2) ΣkΣl ln βjkl lnPjk* lnPjl* + Σkβjkx lnPjk* lnXj*  
+ Σkβjkt lnPjk* g(KNGtθ, KNPIｊt)  
                                            (k = K, KNPI, LNPI, MNPI) 
 












 公的研究機関（国公立、民間非営利）の有形・無形の固定資本の名目投資額 INVKGjt および
INVKNGj
tは、研究開発の目的θ分野ごとに政策変数として外生的に決定されると考える。それを





     (31)  KGjt+1= (1 – δjKG) KGjt + INVKGjt/PjINVKGt 













         = KGjt+1｛(1 – τK) rKGjPjINVGKt-1 + δjKGPjINVKGt  - (PjINVKGt – PjINVKGt-1) + τPPjINVKGt-1｝ 









(33)  ln CGLM* = αｊ0 + Σk αｊk ln Pkj* +αｊxjln Xｊ* + αｊt g(KNGtθ)    
          + (1/2) ΣkΣl ln βjkl lnPjk* lnPjl* + Σkβjkx lnPjk* lnXj*  
+ Σkβjkt lnPjk* g(KNGtθ)  



































































従事の労働サービス価格 PLt、 企業内情報処理活動従事労働サービス価格 PLITEjt、企業内研究開












  (34)  Cj =Pjd X j  
              = (1 +τj I) { Σi PidadijXj + ΣiPimamijXj + LjhjPjEtPjE0 + IYjSEFWt（SEjt  
                       + FWj
t）+ gj(Kj t, KRDEj t, KITEjｔ) PjSKKt PjSKK0 } 
 
 ただし、生産部門に対応して、 生産活動の有形固定資本 Kjt と企業内研究開発活動の有形固定





 また、生産活動を行う産業 j 部門で生産者は、短期の財・サービスの供給行動に際して、前期の







    (35) Pjd Xj /P = αjs Y + βjs W + γjs(Pjd /P) + ηjs  
 を想定需要関数と呼ぶが、企業が直面する自財の市場における需要スケジュールを描く。ここで、
自財 j の需要が、名目所得 Y や世界需要 W、一般物価と自財価格の相対価格 Pjd /P 等の線型需要関
数で表されると仮定する。ここから導かれる限界収入は、 
    (36)  MRj = - Pjd ( γjs /(Xj – γjs)) 
のようになる。限界収入は、想定需要関数のパラメーターγjs のみに依存する Pjdと Xj のみの関数
となる。 
 短期的に市場の状況によって変動する産出量 Xj と先決された技術条件によって決まる産出能
力 Q との間には、次のような関係が成立すると仮定する。 
    (37) Xj = Qj h*j (hj /h*j)αj 
 
ここで、 h*j は、技術選択を行った際に想定した標準的な稼働時間であり、外生的に与えられる








    (38) Qj = aj KjbjKNITEjcj KNRDEjdjKNGjθej 
と仮定する。 
ここで、j部門は、各生産部門の主生産活動であり、それぞれの部門には、その企業内研究開発活





(37)、 (38) から、 
    (39)   hj = ( Xj / aj KjbjKNITEjcj KNRDEjdjKNGjθejh*(1-αj))(1/αj) 
となり、利潤極大の条件、MR=MC から、次の供給関数を得る。 
    (40)  Pdj = ［｛(Xj – γjs)(1+τIj)｝/γsj ((1+τIj)adjj -1)］ 
  ・[(Σ(i≠j) Pdi adij +ΣiPmiamij) 






    (41)  Cj =Pjd X j  
    = (1 +τj I) { Σi PidadijXj + ΣiPimamijXj + (LITjhjPjLITtPｊLIT0+ gj(Kj t, KRDEj t, KITEjｔ) PjSKKt PjSKK0 } 
と与えられる。短期の企業内情報処理サービスの想定需要関数として、 
     (42) Pjd Xj /P = αjs Y + βjs W + γjs(Pjd /P) + ηjs  
とすると、限界収入は、 
    (43)  MRj = - Pjd ( γjs /(Xj – γjs)) 
となる。 
 
 短期的には、産出能力 Qj と産出量 Xj および資本ストック（資本サービス）との間には、次の
関係を仮定する。 
    (44) Xj  = Qj h*j (hj /h*j)αj  
産出能力は、次のように仮定する。 
    (45) Qj = aj KITEｊbjKNITEjcjKNGj(θ=1)dj 
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と仮定する。ここで、j 部門は、企業内情報処理活動部門であり、その有形固定資本 KITEj および
無形固定資本 KNITEj、そして政府 R&D 活動による（θ＝1）分野の無形固定資本（公共財として
の知識ストック）KNGｊ（θ＝１）が生産能力をシフトさせる知識ストックを提供するものとして対応
する。（θ＝1）分野の政府 R&D 活動は、情報科学技術分野の知識ストックである。 
 
(44)、 (45) から、 
    (46)   hj = ( Xj / aj KITEjbj KNITEjcjKNGj(θ=1)djh*(1-αj))(1/αj) 
となり、利潤極大の条件、MR=MC から、次の供給関数を得る。 
    (47)  Pdj = ［｛(Xj – γjs)(1+τIj)｝/γsj ((1+τIj)adjj -1)］ 




    (47’) Pdj = ［ (1+τIj) /｛１-(1+τIj)adjj｝］ 







    (48)  Cj =Pjd X j  
        = (1 +τj I) { Σi Pidadij Xj+ ΣiPimamijXj + LNjhjPjEtPjE0 + IYjSEFWt(SEjt +FWjt) 



















短期の産出能力 Qj と産出量 Xjおよび資本ストックとの関係は、 
    (49) Xj  = Qj h*j (hj /h*j)αj 
            (50) Qj = aj KRDEjbjKNRDEjcj 
(46)、(47)から、 
     (51)  hj = ( Xj / aj KRDEjbjKNRDEjcj h*(1-αj))(1/αj) 
 
ここで、企業内研究開発は、企業内の主生産にともなうコストと仮定し、そこでは利潤はゼロと
想定され、したがって、Pdj = ACj が成立するものとして、価格式は、 
 
     (52)   Pdj = Cj/Xj = {(1 +τj I) / (1-(1+τj I) adjj)} 













   (53)  Cj =Pjd X j  
        = (1 +τj I) {  Σi Pidadij Xj+ ΣiPimamijXj + EjhjPjEtPjE0 + IYjSEFWt(SEjt +FWjt) 
          + KPIjt PjSKPIt PjSKPI0 + KNPIjt PjSKNPIt PjSKNPI0   } 
ここでは、企業内研究開発活動は無いものとする。 
 短期の想定需要関数は、(42)と同様に仮定して、(43)の限界収入をえる。 
短期の産出能力 Qj と産出量 Xjおよび資本ストックとの関係は、 
    (54) Xj  = Qj h*j (hj /h*j)αj 
            (55) Qj = aj KPIjbj KNPIjcj 
(54)、（55）から、 
    (56)  hj  = ( Xj / aj KPIjbj KNPIjcjh*(1-αj))(1/αj) 
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となり、MR＝MC から、供給曲線は、 
  (57)  Pdj = ［｛(Xj – γjs)(1+τIj)｝/γsj ((1+τIj)adjj -1)  






本モデルでは、政府の目的分類別 R&D 活動を θ 部門に分割している。これらの政府の R&D 活
動に関しては、外生的にシナリオを与えている。また基準年次の無形固定資本のストックに関し
ても外生的に与えている。政府 R＆D 部門の活動による知的資産の拡大は、関連する生産部門の
生産性（TFP：Total Factor Productivity）をシフトさせる要素として扱う。 
 
 短期のこの部門の供給構造は、長期生産ブロックで先決された中間投入係数 ad*ij および am*ij、
労働投入量 LNG*j、労働サービス価格 PLNG*j、期首有形固定資本サービス量 KGj、期首無形資本サ
ービス量 KNGjを先決内生変数として、費用が想定された計画生産量 X*j に対して、次のように定
義する。 
   
(58)   Cj =Pjd X j  = (1 +τj I) { Σi Pidadij Xj+ ΣiPimamijXj  








SKNG0  ) 
   
上記の民間産業の研究開発部門と同様に、(54)式は成立するものとし、(55)式に変えて、 
          (55’) Qj = aj KGjbj KNGjcj      
が成立するものとして、(56)は、次のようになる。 
     (56’) hj  = ( Xj / aj KGjbj KNGjcjh*(1-αj))(1/αj) 
となる。 
ここで、公共財としての政府 R＆D サービスの価格は、利潤はゼロと想定され、したがって、Pdj 
= ACj が成立するものとして、価格式は、 
 
     (59)   Pdj = Cj/Xj = {(1 +τj I) / (1-(1+τj I) adjj)} 
・[ Σ(i≠j) Pidadij +ΣiPimamij + {LNGjhjPjLNGtPjLNG0 /( aj KGjbj KNGjcjh*(1-αj)) (1/αj) }・Xｊ(1-αj)/αj  
























図 III-1 労働力人口と雇用就業機会労働供給の関係 
  
性別、年齢別労働力人口分布 a(age)=1,・・5、s(sex)=male & female 
性別・年齢別人口分布 Nas t＋１（外生変数） 
性別・年齢別就業可能人口分布 ANast +1=λANas t+1 × Nas t＋１（λANas t+1：外生） 
性別・年齢別自営業主数分布 SEast＋１ =λSEast+1 ×ANast +1 (λSEast+1:外生) 
性別・年齢別家族従業者数分布 FWast+1 =λFWeast+1 × ANast +1（λFWeast+1：外生） 
性別・年齢別雇用就業供給者数分布 ESast＋１= (1-λSEast+1-λFWeast+1 ) × ANast +1 
雇用就業機会労働供給者数: （定義）有業者のうち雇用者数＋求職者数 
性別・年齢別雇用就業供給者数分布 
     ESast =λESast × ESast  (a=1,・・,5), (s=M,F)  




         (1)      (2)      (3)      (4)     (5)      計 
          年齢(歳：a)  15〜19 20〜34  35〜49  50〜64  65〜 15〜 
性別(s)   
  (1)   男 
  (2)   女 
  計 男+女 
 
図 III-2 労働供給の形態（雇用就業労働供給者（雇用者＋求職者）） 
 
         (1)      (2)      (3)      (4)     (5)      計 
          年齢(歳：a)  15〜19 20〜34  35〜49  50〜64  65〜 15〜 
性別(s)   
(1) 自営業主 
(2) 家族従業者 
図 III-3  労働供給の形態（自営・家族就業） 
 
      (1)       (2)        (3)       (4)        (5)           (6)   計 
   産業   農林業  製造業 I 製造業 II 製造業 III 情報サービス業 サービス業  
男女・年齢別 
    (1) 
        (2) 
        (3) 
        (4) 
        (5) 
図 III-4 労働需要の形態（雇用就業需要者） 
 
    (1)       (2)       (3)       (4)       (5)        (6)     計 






図 III-5 労働需要の形態（自営業主・家族従業者） 
 
 
性・年齢別 SEast ,FWast  
(a=1,・,5),(s=M,F) 
生産部門別、性別、年齢別雇用者数 EDjast  
生産部門別、性別、年齢別労働サービス価格 PjasLt  
 (j =1〜n),(a =1〜6),(s =M,F) 
（産業連関表および就業構造基本調査） 
男女合計産業別自営業主数 SEj=Σa=1,5Σs=M,FSEjast  




性別・年齢別労働供給者数 ESast   

















































雇用労働の需要については、t 期期首の男女別、年齢別、産業別雇用就業者数 EDjast ならびにその
労働サービス価格 PjasEt が先決内生変数として、t 期期首に与えられている。 
男女別、年齢別、産業別雇用者労働サービス価格の t 期期首の平均価格 PEt は、各雇用就業機
会の雇用者労働サービス価格 PjasEt の加重平均として求められる。 
 
     (60)  ln( PEt)= ΣjΣaΣs weightjas t ln(PjasEt) 
           ただし、weightjas t = PjasEt EDjast / ΣjΣaΣs PjasEt EDjast  
  





まず、t 期期首の雇用者就業の労働サービスの平均価格 PEt を雇用者市場均衡決定の初期値 PEt＋
１*とする。その初期値と標準稼働時間 h* (外生変数)を与えて、次のように自営・家族従業者労働
サービス価格 PjSEFWt+1 を求める。 t 年期首ｊ部門一人あたり自営業主・家族従業者所得: IYjSEFWt
を与え、 























(62)  ln C*j = α0j + Σk αkj ln Pkj* +αxj ln X*j + αtj g(KGNt+1j)  
         + (1/2) ΣkΣl ln βklj lnPk*j lnPl*j + Σk lnPk*j lnX*j + Σkβktj lnPk*j g(KGNt+1) 
 
費用極小化のシェパード・レンマから、労働サービスのコストシェアは、 







       ln(PLt＊j) = weightEt*j  ln(PEt*j )+ weightSEFEt*j ln(PSEFWt*j) 
 











 t 年 j 部門期首の雇用労働市場の平均労働価格 PjEt*を初期値として、性別（a =F,M）、年齢階級
(a =1,・・s)、産業別（j =１、・・、n）、職種別(o =１、・・、３)別の労働サービス価格の初期値
を定める。 
 




















  したがって PjLt+1* = PjLt (t 期首 j 部門の労働サービス価格) となる。 
 
  ただし、PjLt は以下の雇用労働、自営・家族従業者の期首コストシェア weight による集計価格で
ある。 
 
       PjEt+1* = PjEt (t 期首 j 部門の雇用労働サービス価格) 
        PjSEFWt+1* = PjSEFWt (t 期首 j 部門の自営・家従労働サービス価格) 
        PjSKt* = PjSKt▲ (t 期首 j 部門の有形固定資本サービス価格、 
            ただし、当期の財・サービスの需給均衡プロセスに 
            対応して変動する。)  
       PjDMt* = PjDMt▲ (t 期首 j 部門の中間財投入価格、国内財と輸入 
           財価格の合成価格。国内財価格は、財・サービスの需 
           給均衡プロセスに対応して変更する。輸入財価格は、 





 期首における各生産部門の総雇用労働コスト CL*j が与えられると、自営・家族従業者所得を差














 性別年齢別総雇用労働供給者数 ESast+1 
 
 もし、EDast+1* ≠ ESast＋1 ならば、この均衡条件が近似的に成立するように労働価格を調整す







４.１ 家計外消費 BC j 
 
家計外消費支出の総名目総額 PBCTt BC tT を外生に与えて、部門別には、基準時（2005 年）の










の需給均衡市場で決定される実働稼働時間 hj により、以下のとおり決定される。 
               YEtj =Etj hj PEtj PE0j  
  自営業主・家族従業者所得は、期首の先決内生変数として与えられる各生産部門における自営
業主数数と家族従業者数の合計（SEjt + FWjt）に、同じく先決内生変数の一人当たり自営業主所得・
家族従業者所得 IYjSEFWt とから、 












     PSKj =(1 – τK) rKjPjINVKt-1 + δjPjINVKt  - (PjINVKt – PjINVKt-1) + τPPINVKt-1 
であり、また無形資本（民間 R&D 部門、企業内 R&D 部門）についても、 
 
     Pj
SKN
 =(1 – τK) rKNjPjINVKNt-1 + δKNjPjINVKNt  - (PjINVKNt – PjINVKNt-1) +τP PjINVKNt-1 
   PjSKNE =(1 – τK) rKNEjPjINVKNEt-1 + δKNEjPjINVKNEt  - (PjINVKNEt – PjINVKNEt-1)  
           +τP PjINVKNEt-1       
 
となり、したがって、資本所得は 
(67)  BSj = SKjPjSK+SKNjPjSKN+SKNEjPjSKE 
               = Kj｛(1 – τK) rKjPjINVKt-1 + δjPjINVKt  - (PjINVKt – PjINVKt-1) + τP PjINVKt-1｝ 
                + KNj｛(1 – τK) rKNjPjINVKNt-1 + δKNjPjINVKNt  - (PjINVKNt – PjINVKNt-1) +τPPjINVKNt-1｝ 
                 + KNEj｛(1 – τK) rKNEjPjINVKNEt-1 + δKNEjPjINVKNEt  - (PjINVKNEt – PjINVKNEt-1) 
                 +τPPjINVKNEt-1｝ 
 









          𝐷𝐸𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾 = 𝛿𝑗𝑃
𝐼𝑁𝑉𝐾𝐾𝑗  
          𝐷𝐸𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁 = 𝛿𝑗𝑃
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐾𝑁𝑗  
          𝐷𝐸𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐸 = 𝛿𝑗𝑃
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐸𝐾𝑁𝐸𝑗  
          𝐷𝐸𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾G = 𝛿𝑗𝑃
𝐼𝑁𝑉𝐾𝐺𝐾𝐺𝑗  





   産業別配当額 
















   (68)   Y = ( 1- τL) Σj ( LCj + LCSEYj + LCFWYj) + (1-τL)LCR + Σj ε DIVj  




   (69)    SＰ = (Y – TRCRP + TRCPG)  - PCC 













) − 𝑍 + 𝑇𝑅𝐶𝑅𝑃
+ 𝑇𝑅𝐶𝑃𝐺 
                  = ∆𝐵𝑃𝑅∆𝐼𝑆𝐺  
 





税収に関しては、個人所得税 TL、資本所得税 TK、固定資産税 TP、純間接税 TI、消費税 TC、関
税・輸入商品税 TM についてそれぞれ次のように求めることができる。 
    個人所得税 TL = τL { Σj  ( YEｊ+YSEFWｊ+YFWYｊ) + LCR} 
       資本所得税 TK = τK Σj  KCj = τK Σj (BSj － DPEj) 
(67) 式の営業余剰 BSj = SKjPSKj +SKPEjPSKPEj +SKITjPSKITj+SKNEjPSKNEj で定義されるが、 
各部門の粗付加価値から以下の式で求められる。 
(68)      BSｊ＋DPEｊ= Pjd/(1+τjI)－ΣPjdaijdXj －BCｊ－Σj  (YEｊ+YSEFj) 
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また資本減耗引当（DEPｊ）は、同じく(35)式から、（δjPINVKtjKtj +δKPEjPINVKPEtj KPEj + 
δKITjPINVKITtjKITj）で求める。 
             
固定資産税 TP = τP (Σj (PINVKjKj + PINVKPEj KPEj + PINVKITj KITj ) + PCR) 
        純間接税    TI =Σj { (τIj / (1 + τIj) Pdj Xj  
        消費税        TC = (1 + τC)Σi  Pci Ci  








    (69)   TG = TL + TK + TP + TI + TC + TM  
政府貯蓄額は 
    (70) SG = TG – TREGP – TREGR – PGCCG – SSGP + SSPG  
政府の ISバランスは、 
      (71)  ΔISG = SG + TRCPG + TRCRG – (PGIIG + Σj=23,24,25PINVKjINVKj  
                    +Σj=23,24,25PINVKNjINVKNj) 
 
政府消費 PGCCG、政府有形固定資本形成（R&D 投資を除く）PGIIG、政府有形固定資本形成 R&D
活動 PINVKj INVKj (j =93 部門分類 82～86)、政府無形資本形成 R&D 活動 PINVKNj INVKNj  
(j =93 部門分類 82～86)を外生として、政府部門の貯蓄投資差額 ΔISGを決める。 
 
６．海外ブロック 
 国民経常余剰は、政府部門から海外部門への純経常移転 TREGR および個人部門から海外部門
への純経常移転 TREPR を外生変数として与えて、 
   (72)   ΔISR = Σ ( ε IND) Pdi Exi – Σ(I ε IND) (1-τMi ) IMCIFi + LCR + PCR – TREGR – TREPR 
したがって、海外経常収支 ΔBRは、海外から政府への純資本移転（TRCRG)と海外から個人への純
資本移転 TRCRP を外生として与えて、 
   (73)  ΔBR = ΔISR + TRCRC + TRCRP 












1. 家計外消費支出               PBCTBCＴ ：外生（名目額） 
2. 民間消費支出                  Pci ,Cki：内生 
3. 政府消費支出                 PGCT GCT :外生（名目額） 
4. 社会資本減耗分                        PGDEPTGDEPT::外生（名目額） 
5. 有形固定資本形成                  
公的有形固定資本形成(R&D 投資)     PINVKGj INVKGj(j=23,24,25):外生 
民間有形固定資本形成           PINVKj INVKj (j=1,・・30:j≠23,24,25):内生  
6. 無形資本形成 
  公的無形資本形成                       PINVKGNj INVKGNj(j=23,24,25):外生 
  民間無形資本形成                  PINVKNj INVKVNj ,PINVKNEjINVKNEj 
(j=1・・・,30:j≠23,24,25):内生 
7. 在庫純増                  PZTZT：外生（名目額） 
8. 輸出        PExi Exi 








 消費財価格は、消費税率 τC を与えて、国内財、輸入財に関して、 
     消費税込み国内価格     Pdci＝（１＋τC）Pdi  
     消費税込み輸入価格     Pmci＝（１＋τC）Pmi  
 
その元で、消費財全体の集計価格は、以下の集計関数を仮定する。 
    (74)   ln PCT  =  Σ i  αdCi ln Pdci  + Σ i  αmCi ln Pmci  
ここで、αdCi および αmCi は、消費における、国内財および輸入財の財別消費の名目シェアであ
る。 
 民間消費支出 PCT CT は、マクロ消費関数として、 







   （76） FD ＝BCT ＋ CT ＋ GCT +  GDEPT + INVKGT + INVKT + INVKGNT 
                                 + INVKVNT + INVKNET + ZT 







は、国内総産出ベクトル、I は単位行列、A は、(adij + amij)を要素とする投入係数行列、MD は、




































𝑑 = [{(𝑋𝑗 − 𝛾𝑗
𝑠)(1 + 𝜏𝑗
𝐼)} {𝛾𝑗
𝑠 ((1 + 𝜏𝑗
𝐼)𝑎𝑗𝑗
𝑑 − 1)}⁄ ] ∙
[(∑ 𝑃𝑖
𝑑𝑎𝑖𝑗
𝑑 + ∑ 𝑃𝑖
𝑚𝑎𝑖𝑗
𝑚














] ············ (1) 
・企業内情報処理サービス部門 
𝑃𝑗
𝑑 = [{(𝑋𝑗 − 𝛾𝑗
𝑠)(1 + 𝜏𝑗
𝐼)} {𝛾𝑗
𝑠 ((1 + 𝜏𝑗
𝐼)𝑎𝑗𝑗
𝑑 − 1)}⁄ ] ∙
[(∑ 𝑃𝑖
𝑑𝑎𝑖𝑗
𝑑 + ∑ 𝑃𝑖
𝑚𝑎𝑖𝑗
𝑚












] ····· (2) 
・企業内研究開発部門 
𝑃𝑗
𝑑 = [{(𝑋𝑗 − 𝛾𝑗
𝑠)(1 + 𝜏𝑗
𝐼)} {𝛾𝑗
𝑠 ((1 + 𝜏𝑗
𝐼)𝑎𝑗𝑗















] ··········································· (3) 
・民間産業研究開発部門 
𝑃𝑗
𝑑 = [{(𝑋𝑗 − 𝛾𝑗
𝑠)(1 + 𝜏𝑗
𝐼)} {𝛾𝑗
𝑠 ((1 + 𝜏𝑗
𝐼)𝑎𝑗𝑗



















] ········· (4) 
・政府研究開発部門 
𝑃𝑗
𝑑 = 𝐶𝑗 𝑋𝑗⁄ = [{(1 + 𝜏𝑗
𝐼) (1 − (1 + 𝜏𝑗
𝐼)𝑎𝑗𝑗














𝑆𝐾𝑁𝐺0) 𝑋𝑗⁄ ] ····························································· (5) 
・情報サービス提供部門生産活動 
𝑃𝑗
𝑑 = [{(𝑋𝑗 − 𝛾𝑗
𝑠)(1 + 𝜏𝑗
𝐼)} {𝛾𝑗
𝑠 ((1 + 𝜏𝑗
𝐼)𝑎𝑗𝑗
𝑑 − 1)}⁄ ] ∙
[(∑ 𝑃𝑖
𝑑𝑎𝑖𝑗
𝑑 + ∑ 𝑃𝑖
𝑚𝑎𝑖𝑗
𝑚














] ··········· (6) 
・情報サービス提供部門研究開発活動 
𝑃𝑗
𝑑 = [{(𝑋𝑗 − 𝛾𝑗
𝑠)(1 + 𝜏𝑗
𝐼)} {𝛾𝑗
𝑠 ((1 + 𝜏𝑗
𝐼)𝑎𝑗𝑗















] ··········································· (7) 
・その他産業部門生産活動 
𝑃𝑗
𝑑 = [{(𝑋𝑗 − 𝛾𝑗
𝑠)(1 + 𝜏𝑗
𝐼)} {𝛾𝑗
𝑠 ((1 + 𝜏𝑗
𝐼)𝑎𝑗𝑗




𝑑 + ∑ 𝑃𝑖
𝑚𝑎𝑖𝑗
𝑚












] ························ (8) 
・その他産業部門研究開発活動 
𝑃𝑗
𝑑 = [{(𝑋𝑗 − 𝛾𝑗
𝑠)(1 + 𝜏𝑗
𝐼)} {𝛾𝑗
𝑠 ((1 + 𝜏𝑗
𝐼)𝑎𝑗𝑗



















YEtj =Etj hj PEtj PE0j  ···················································································································· (10) 
YSEFWtj = IYjSEFWt（SEjt + FWjt） ·································································································(11) 
 
資本所得 
BStj + DEPj = PdjXj / (1+ τIj  ) –Σi PdiadijXj – Σi Pmi adijXj – BCj −LCj ······················································ (12) 
PjSK = (1 – τK) rKjPjINVKt-1 + δjPjINVKt  – (PjINVKt – PjINVKt-1) + τPPjINVKt-1 ················································· (13) 
PjS
KITt = (1 – τKIT) rKjPjINVKITt-1 + δjPjINVKITt  - (PjINVKITt – PjINVKITt-1) + τPIT PjINVKITt-1  ··············· (14) 
PjS
KPEt = (1 – τKPE) rKjPjINVKPEt-1 + δjPjINVKPEt  - (PjINVKPEt – PjINVKPEt-1) + τ PPE PjINVKPEt-1 ········  (15) 
PjSKN =(1 – τK) rKNjPjINVKNt-1 + δKNjPjINVKNt  – (PjINVKNt – PjINVKNt-1) +τPPjINVKNt-1 ···································· (16) 
PjS
KPINt = (1 – τSKPIN) rSKPINNjPjINVSKPISNt-1 + δKNjPjINVSKPINt  - (PjINVSKPINt － PjINVSKPINt-1) 
 +τSKPIN PjINVSKPINt-1 ····································································································· (17) 
PjSKNE =(1 – τK) rKNEjPjINVKNEt-1 + δKNEjPjINVKNEt  – (PjINVKNEt – PjINVKNEt-1) +τPPjINVKNEt-1 ························· (18) 
BSj = SKjPjSK+SKNjPjSKN +SKNEjPjSKE 
   = Kj｛(1 – τK) rKjP j INVKt-1 + δjPjINVKt  – (PjINVKt – P j INVKt-1) + τPP j INVKt-1｝ 
   + KNj｛(1 – τK) rKNjP j INVKNt-1 + δKNjP j INVKNt  – (P j INVKNt – P j INVKNt-1) +τPP j INVKNt-1｝ 





𝐼𝑁𝑉𝐾𝐾𝑗 ···················································································································· (20) 
𝐷𝐸𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁 = 𝛿𝑗𝑃
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐾𝑁𝑗 ·············································································································· (21) 
𝐷𝐸𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐸 = 𝛿𝑗𝑃
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐸𝐾𝑁𝐸𝑗 ········································································································· (22) 
𝐷𝐸𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾G = 𝛿𝑗𝑃
𝐼𝑁𝑉𝐾𝐺𝐾𝐺𝑗 ··············································································································· (23) 
𝐷𝐸𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾𝐺𝑁 = 𝛿𝑗𝑃
𝐼𝑁𝑉𝐾𝐺𝑁𝐾𝐺𝑁𝑗 ········································································································· (24) 
 
産業別配当額 







𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐸𝐾𝑁𝐸𝑗 ························································· (25) 
 
個人可処分所得 
Y = ( 1- τL) Σj ( LCj + LCSEYj + LCFWYj) + (1-τL)LCR + Σj ε DIVj  
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              + (1-τP)PCR + TREGP – TREPR + SSGP – SSPG  + TRCRP – TRCPG ············································ (26) 
 
粗貯蓄・純貯蓄 
SＰ = (Y – TRCRP + TRCPG)  - PCC····································································································· (27) 
SPN = SP – Σ(j ε IND) DEPPj (28) 
∆𝐼𝑆𝑃 = 𝑆𝑃 − (∑ 𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾𝐼𝑁𝑉𝐾𝑗𝑗 + ∑ 𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝑗𝑗 +∑ 𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐸𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐸𝑗𝑗 ) − 𝑍 + 𝑇𝑅𝐶




𝑇𝐿 = 𝜏𝐿{∑ (𝐿𝐶𝑗 + 𝐿𝐶𝑆𝐸𝑌𝑗 + 𝐿𝐶𝐹𝑊𝑌𝑗)𝑗 + 𝐿𝐶
𝑅} ························································································ (30) 
𝑇𝐾 = 𝜏𝐾 ∑ 𝐾𝐶𝑗 𝑗  ························································································································· (31) 
𝑇𝑃 = 𝜏𝑃(∑ 𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾𝐾𝑗𝑗 + 𝑃𝐶
𝑅) ··········································································································· (32) 
𝑇𝐼 = ∑ {(𝜏𝑗
𝐼 (1 + 𝜏𝑗
𝐼)𝑃𝑗
𝑑𝑋𝑗⁄ )𝑗  ············································································································· (33) 
𝑇𝐶 = (1 + 𝜏𝐶)∑ 𝑃𝑖
𝐶𝐶𝑖𝑖  ···················································································································· (34) 
𝑇𝑀 = ∑ 𝜏𝑖
𝑀𝐼𝑀𝑖
𝐶𝐼𝐹
𝑖  ························································································································· (35) 
𝑇𝐺 = 𝑇𝐿 + 𝑇𝐾 + 𝑇𝑃 + 𝑇𝐼 + 𝑇𝐶 + 𝑇𝑀 ································································································· (36) 
𝑆𝐺 = 𝑇𝐺 − 𝑇𝑅𝐸𝐺𝑃 − 𝑇𝑅𝐸𝐺𝑅 − 𝑃𝐺𝐶𝐶𝐺 − 𝑆𝑆𝐺𝑃 + 𝑆𝑆𝑃𝐺 ············································································· (37) 
∆𝐼𝑆𝐺 = 𝑆𝐺 + 𝑇𝑅𝐶𝑃𝐺 + 𝑇𝑅𝐶𝑅𝐺 − (𝑃𝐺𝐼𝐼𝐺 + ∑ 𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾𝐼𝑁𝑉𝐾𝑗𝑗=82~86 +∑ 𝑃𝑗
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝑗𝑗=82~86 )……. ···················· (38) 
 
産出量 
𝑋𝑖 = ∑ 𝑎𝑖𝑗
𝑑
𝑗 𝑋𝑗 + 𝐵𝐶𝑇 + 𝐶𝐾𝑖 + 𝐺𝐶𝑇 + 𝐺𝐷𝐸𝑃𝑇 ························································································ (39) 
𝑿 = [𝑰 − 𝑨𝒅]
−𝟏𝑭𝒅 ························································································································· (40) 
 
産出量の計算 
𝑋𝑖 = ∑ 𝑎𝑖𝑗
𝑑
𝑗 𝑋𝑗 + 𝐵𝐶𝑇 + 𝐶𝐾𝑖 + 𝐺𝐶𝑇 + 𝐺𝐷𝐸𝑃𝑇 + 𝐼𝑁𝑉𝐾𝐺𝑖 + 𝐼𝑁𝑉𝐾𝐺𝑁𝑖 + 𝐼𝑁𝑉𝐾𝑖 + 𝐼𝑁𝑉𝐾𝐼𝑇𝐸𝑖 + 𝐼𝑁𝑉𝐾𝑅𝐷𝐸𝑖 + 𝐼𝑁𝑉𝐾𝑃𝐼𝑖 +
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝑖 + 𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐼𝑇𝐸𝑖 + 𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝑅𝐷𝐸𝑖 + 𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝑃𝐼𝑖 + 𝑍𝑇 + 𝐸𝑋𝑖 +𝑀𝑖 ························································ (41) 
𝑿 = [𝑰 − 𝑨𝒅]




ln PDITj = Σi adITij ln Pdi ·················································································································· (43) 
ln PDRDj = Σi adRDij ln Pdi ················································································································· (44) 
ln PMITj = Σi amITij ln Pmi ················································································································· (45) 
ln PMRDj = Σi amRDij ln Pmi  ·············································································································· (46) 
ln PDMITj = aDDITj ln PDITj +aMMITj ln PMITj  ······························································································ (47) 
ln PDMRDj = aDDRDj ln PDRDj +aMMRDj ln PMRDj  ························································································· (48) 
 
有形固定資本・無形資本投資財価格集計関数 
ln PINVKj = ΣiaDINVKi ln Pdi  + ΣiaMINVKij ln Pmi  ···················································································· (49) 
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ln PINVKITj = ΣiaDINVKITi ln Pdi  + ΣiaMINVKITij ln Pmi  ··············································································· (50) 
ln PINVKPEj = ΣiaDINVKPEi ln Pdi  + ΣiaMINVKPEij ln Pmi  ············································································· (51) 
aDINVKij = Pdi xDINVKij / (ΣiPdi xDINVKij + ΣiPmi xMINVKij )  ············································································ (52) 
aMINVKij = Pmi xMINVKij / (ΣiPdi xDINVKij + ΣiPmi xMINVKij )  ··········································································· (53) 
aDINVKITij = Pdi xDINVKITij / (ΣiPdi xDINVKITij + ΣiPmi xMINVKITij )  ···································································· (54) 
aMINVKITij = Pmi xMINVKITij / (ΣiPdi xDINVKITij + ΣiPmi xMINVKITij )  ···································································· (55) 
aDINVKPEij = Pdi xDINVKPEij / (ΣiPdi xDINVKPEij + ΣiPmi xMINVKPEij )  ·································································· (56) 
































𝑡 , 𝑃‐ 𝐼𝑛𝑑𝑒𝑥(𝑘))  ················ (59) 
 lnC𝑗
𝑅𝐷𝐸∗ = 𝛼𝑗



















𝑡 , 𝑃‐ 𝐼𝑛𝑑𝑒𝑥(𝑘))  ···················· (60) 
 lnC𝑗
∗ = 𝛼𝑗





















𝑡)  ······································································································· (61) 
 
技術進歩関数 









































θ,SKNEtj) （i=K,,L,M） ···························· (65) 






























































































































































∗𝐾 = 𝑓(𝑟, 𝑟𝑗






𝑆𝐾𝑁𝑃𝑙𝑡)  ············································································································· (73) 
𝑃𝑗





𝐼𝑁𝑉𝐾𝑡−1) + 𝜏𝑃𝑃𝐼𝑁𝑉𝐾𝑡−1  ············································ (74) 
𝑃𝑗





𝐼𝑁𝑉𝐾𝐼𝑇𝐸𝑡−1) + 𝜏𝑃𝐼𝑇𝐸𝑃𝐼𝑁𝑉𝐾𝐼𝑇𝐸𝑡−1  ················ (75) 
𝑃𝑗





𝐼𝑁𝑉𝐾𝑅𝐷𝐸𝑡−1) + 𝜏𝑃𝑅𝐷𝐸𝑃𝐼𝑁𝑉𝑅𝐷𝐸𝑡−1  ······· (76) 
𝑃𝑗





𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝑡−1) + 𝜏𝑃𝐾𝑁𝑃𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝑡−1  ······························ (77) 
𝑃𝑗







𝜏𝑃𝐾𝑁𝐼𝑇𝐸𝑃𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐼𝑇𝐸𝑡−1  ···················································································································· (78) 
𝑃𝑗







𝜏𝑃𝑆𝐾𝑁𝑅𝐷𝐸𝑃𝐼𝑁𝑉𝑆𝐾𝑁𝑅𝐷𝐸𝑡−1  ················································································································ (79) 
資本コスト 
BSj = SKjPSKj +SKPEjPSKPEj +SKITjPSKITj+SKNEjPSKNEj 
   = Kj｛(1 – τK) rKjPINVKt-1j + δjPINVKtj  - (PINVKtj – PINVKt-1j) + τPPINVKt-1｝ 
     + KPEj｛(1 – τKPE) rKjPINVKPEt-1j + δKPEjPINVKPEtj  - (PINVKPEtj – PINVKPEt-1j) +τPKPEPIKVKPEt-1｝ 
     + KITj｛(1 – τKIT) rKjPINVKITt-1j + δKITjPINVKITtj  - (PINVKITtj – PINVKITt-1j) +τPKITPIKVKITt-1｝   




Cj =Pjd X j  
   = (1 +τj I) {Σi PidadijXj + ΣiPimamijXj + LjhjPjEtPjE0 + IYjSEFWt（SEjt + FWjt）+ (Kj t+ KPEj t) PjSKKt PjSKK0 }  ······ (81) 
Pjd Xj /P = αjs Y + βjs W + γjs(Pjd /P) + ηjs  ····················································································· (82) 
MRj = - Pjd ( γjs /(Xj – γjs))  ········································································································· (83) 
Xj = Qj h*j (hj /h*j)αj  ························································································································ (84) 
Qj = aj (Kj+KPEj)bj KNEjcjKNGθ
dj  ······································································································ (85) 
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hj = ( Xj / aj (Kj+KPEj)bj KNEjcjKNθ
djh*(1-αj))(1/αj)  ················································································· (86) 
Pdj = ［｛(Xj – γjs)(1+τIj)｝/γsj ((1+τIj)adjj -1)］ 
      ・[(Σ(i≠j) Pdi adij +ΣiPmiamij) + {LjPLjPL0j /{αj(aj(Kj+KPEj)bjKNEjcjKNθdjh*(1-αj))(1/αj)}・ Xj(1-αj)/αj]  ·········· (87) 
 
企業内情報処理サービス部門 
Cj =Pjd X j= (1 +τj I) { Σi PidadijXj + ΣiPimamijXj + (LITjhjPjLITtPｊLIT0+ KITj tPjSKITt PjSKIT0 }  ··························· (88) 
Pjd Xj /P = αjs Y + βjs W + γjs(Pjd /P) + ηjs  ····················································································· (89) 
MRj = - Pjd ( γjs /(Xj – γjs))  ········································································································· (90) 
Xj  = Qj h*j (hj /h*j)αj  ····················································································································· (91) 
Qj = aj KITbjKNG(θ=1)
dj  ·················································································································· (92) 
hj = ( Xj / aj KITjbj KNGjcj(θ=1)
djh*(1-αj))(1/αj)  ························································································· (93) 
Pdj = ［｛(Xj – γjs)(1+τIj)｝/γsj ((1+τIj)adjj -1)］ 
     ・[(Σ(i≠j) Pdi adij +ΣiPmiamij) + {LITjPLITjPLIT0j /{αj(ajKITjbjKNGjcj(θ=1) h*(1-αj))(1/αj)}・ Xj(1-αj)/αj]  ············· (94) 
 
企業内 R&D 部門 
Cj =Pjd X j  
   = (1 +τj I) { Σi Pidadij Xj+ ΣiPimamijXj + LNjhjPjEtPjE0 + IYjSEFWt(SEjt +FWjt) 
          + KPEjt PjSKPEt PjSKPE0 + KNEjt PjSKNEt PjSKNE0  }  ······················································ (95) 
Xj  = Qj h*j (hj /h*j)αj  ····················································································································· (96) 
Qj = aj KNEjbj  ······························································································································ (97) 
hj = ( Xj / aj KNEjbj h*(1-αj))(1/αj)  ······································································································· (98) 
Pdj = ［｛(Xj – γjs)(1+τIj)｝/γsj ((1+τIj)adjj -1)  
             ・[Σ(i≠j) (Pdi adij +Pmiamij) + {LNjPLNjPLN0j /αj(ajKNEjbh*(1-αj))(1/αj)}] Xj(1-αj)/αj]   ························ (99) 
 
民間研究機関 R&D 部門（科学技術分野別） 
Cj =Pjd X j  
   = (1 +τj I) { Σi Pidadij Xj+ ΣiPimamijXj + EjhjPjEtPjE0 + IYjSEFWt(SEjt +FWjt)+ KPIjt PjSKPIt PjSKPI0  
+ KNPIjt PjSKNPIt PjSKNPI0}  ······································································································· (100) 
Xj  = Qj h*j (hj /h*j)αj   ·················································································································· (101) 
Qj = aj KPIjbj KNPIjdj  ···················································································································· (102) 
hj = ( Xj / aj KPIjbj KNPIjdjh*(1-αj))(1/αj)  ·································································································· (103) 
Pdj = ［｛(Xj – γjs)(1+τIj)｝/γsj ((1+τIj)adjj -1)  
        ・[ (i≠j) (Pdi adij +Pmiamij) + {EjPEjPE0j /αj(ajKPIjbjKNPIjdjh*(1-αj))(1/αj)}] Xj(1-αj)/αj]  ·························· (104) 
 
政府研究機関 R&D 部門（科学技術分野別） 
Cj =Pjd X j  = (1 +τj I) { Σi Pidadij Xj+ ΣiPimamijXj  
             + (LNGjhjPjLNGtPjLNG0 + KGjt PjSKGt PjSKG0 + KNGjt PjSKNGt PjSKNG0 )  ··········································· (105) 
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Pdj = Cj/Xj  
= {(1 +τj I) / (1-(1+τj I) adjj)}・[ Σ(i≠j) Pidadij +ΣiPimamij + (LNGjhjPjLNGtPjLNG0 ++ KGjt PjSKGt PjSKG0  




ANast +1=λANas t+1 × Nas t＋１ ··········································································································· (107) 
SEast＋１ =λSEast+1 ×ANast +1  ··········································································································· (108) 
FWast+1 =λFWeast+1 × ANast +1  ········································································································ (109) 
ESast＋１= (1-λSEast+1-λFWeast+1 ) × ANast +1  ························································································ (110) 
ESast =λESast × ESast  (a=1,・・,5), (s=M,F)  ただし λESast =1-λSEast-λFWeast  ···································· (111) 
 
労働サービス価格 
PEt = ΣjΣaΣs weightjas t PjasEt   ····································································································· (112) 
weightjas t = PjasEt EDjast / ΣjΣaΣs PjasEt EDjast   ···················································································· (113) 
PjSEFWt* = IYjSEFWt / h* = F(PEt*)  ······································································································· (114) 
 
労働コストと雇用者所得 
ln C*j = α0j + Σk αkj ln Pkj* +αxj ln X*j + αtj g(KGNt+1j)  
         + (1/2) ΣkΣl ln βklj lnPk*j lnPl*j + Σk lnPk*j lnX*j + Σkβktj lnPk*j g(KGNt+1)  ······························ (115) 
vLj = ∂ln C*j /∂ln PLt* j = αLj + Σl βLlj lnPl*j + βLXj lnX*j + βLxj g(KGNt+1)  ·········································· (116) 
PLt＊j = weightEt*j  PEt*j + weightSEFEt*j PSEFWt*j  ·················································································· (117) 
CL*j = vLj × C*j  ························································································································· (118) 
 
性別・年齢・職種による雇用労働サービス価格の格差 
PjasoEt+1*  =  θJasoEt+1* PEt*  ··········································································································· (119) 
 
次期の雇用労働サービス価格・雇用者数の決定 
vLj = ∂ln C*j /∂ln PjL* = αLj + Σi βLij lnPji + βLXj lnX*j + βLTjg(SKGNt+1)   ·········································· (120) 
PjLt+1* = PjLt  ······························································································································· (121) 
PjEt+1* = PjEt  ······························································································································ (122) 
PjSEFWt+1* = PjSEFWt  ······················································································································· (123) 
PjSKt* = PjSKt▲ ··························································································································· (124) 
PjDMt* = PjDMt▲ ·························································································································· (125) 
EDjast+1* = vL*jas×YjE＊t＋1/ (PjasEt+1* ・h*) ·························································································· (126) 
 
職種区分のある産業の定式化 
ln C*j = α0j + Σk αkj ln Pkj* +αxj ln X*j + αtj g(KGNt+1j)  
      + (1/2) ΣkΣl ln βklj lnPk*j lnPl*j + Σk lnPk*j lnX*j + Σkβktj lnPk*j g(KGNt+1)  ··································· (127) 
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PjSKt*=Σo weightj ot PjoSKt   ············································································································ (128) 
weightjot = PjoSKt SKjot /Σo PjoSKt SKjot   ································································································ (129) 
PjSKNt*=Σo weightj ot PjoSKNt   ········································································································· (130) 
weightjot = PjoSKNt SKNjoNt /Σo PjoSKNt SKNjoNt  ························································································ (131) 
PjMt=Σo weightj ot PjoMt*   ············································································································· (132) 
weightjot = PjoM* MjoMt /Σo PjoM* MjoMt  ································································································ (133) 
PjLt*=Σo weightj ot PjoLt*   ············································································································· (134) 
weightjot = PjoL* LjoLt /Σo PjoLt* LjoLt  ···································································································· (135) 
vLj = ∂ln C*j /∂ln PLt* j = αLj + Σl βLlj lnPl*j + βLXj lnX*j + βLxj g(KGNt+1)  ·········································· (136) 
EDast+1*＝ΣjEDjast+1*  ··················································································································· (137) 
 
t +1 期最適資本ストック 
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑗 = 𝐾𝑗
∗ − (1 − 𝛿𝑗
𝐾)𝐾𝑗   ············································································································ (138) 
𝐼𝑁𝑉𝐾𝐼𝑇𝐸𝑗 = 𝐾𝐼𝑇𝐸𝑗
∗ − (1 − 𝛿𝐾𝐼𝑇𝐸)𝐾𝐼𝑇𝐸𝑗   ·························································································· (139) 
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑅𝐷𝐸𝑗 = 𝐾𝑅𝐷𝐸𝑗
∗ − (1 − 𝛿𝐾𝑅𝐷𝐸)𝐾𝑅𝐷𝐸𝑗   ······················································································ (140) 
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑃𝐼𝑗 = 𝐾𝑃𝐼𝑗
∗ − (1 − 𝛿𝑗
𝐾𝑃𝐼)𝐾𝑃𝐼𝑗   ································································································· (141) 
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝑗 = 𝐾𝑁𝑗
∗ − (1 − 𝛿𝑗
𝐾𝑁)𝐾𝑁𝑗   ···································································································· (142) 
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝐼𝑇𝐸𝑗 = 𝐾𝑁𝐼𝑇𝐸𝑗
∗ − (1 − 𝛿𝐾𝑁𝐼𝑇𝐸)𝐾𝑁𝐼𝑇𝐸𝑗   ·················································································· (143) 
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝑅𝐷𝐸𝑗 = 𝐾𝑁𝑅𝐷𝐸𝑗
∗ − (1 − 𝛿𝐾𝑁𝑅𝐷𝐸)𝐾𝑁𝑅𝐷𝐸𝑗   ·············································································· (144) 
𝐼𝑁𝑉𝐾𝑁𝑃𝐼𝑗 = 𝐾𝑁𝑃𝐼𝑗
∗ − (1 − 𝛿𝑗






















































ΔISR = Σ( ε IND) Pdi Exi – Σ(I ε IND) (1-τMi ) IMCIFi + LCR + PCR – TREGR – TREPR  ················································ (154) 
ΔBR = ΔISR + TRCRC + TRCRP  ······································································································· (155) 
 
最終需要ブロック 
Pdci＝（１＋τC）Pdi ······················································································································ (156) 
Pmci＝（１＋τC）Pmi   ·················································································································· (157) 
ln PCT  =  Σ i  αdCi ln Pdci  + Σ i  αmCi ln Pmci  ···················································································· (158) 
CT ＝ αc ＋ βc（Y／PCT ）  ································································································· (159) 
FD ＝BCT ＋ CT ＋ GCT +  GDEPT + INVKGT + INVKT + INVKGNT 
                                 + INVKVNT + INVKNET + ZT   ······································································· (160) 
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付加価値合計 △ △ △ ● ● △
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図II-1 企業内情報処理活動および研究開発活動特掲産業連関表ひな型
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